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１．四日市市の概要

四日市市は三重県の北部に位置し、西は鈴鹿山

系、東は伊勢湾に面した温暖な地域に位置し、沿

岸部には日本有数のコンビナート事業所を有して

います。

当消防本部の管轄面積と人口は、消防事務を受

託している三重郡朝日町、川越町を合せ、面積

221.16㎢、人口337,575人となっています。（平成

30年４月１日現在）

当消防本部の体制は、消防本部に総務課・消

防救急課・予防保安課・情報指令課・救急救命

室・防災教育センターを設置し、市街地に中消防

署・北消防署・南消防署の３消防署を置くととも

に、海上・沿岸地域に港分署、中央部に中央分署、

北部に北部分署、南部に南部分署、西部に西分署、

北西出張所及び西南出張所を配置し、受託地域の

三重郡朝日町に北消防署朝日川越分署をそれぞれ

配置して有事即応体制の確立を図っています。

これに対応する消防力として、消防職員定数

361名、消防車両84台のほか、1消防団と市内各地

区に26分団、29分団車両と団員620名を配備して

います。

また、当消防本部は三重県内唯一の高度救助隊

を有しており、海外で大規模な災害が発生した場

合に活躍する国際消防救助隊（ＩＲＴ）へも６名

の隊員が登録されています。

一方、国内における大規模な災害に対応するた

め、緊急消防援助隊の三重県代表消防本部として

も広域応援訓練に参加すると共に、本市が被災し

た場合に備え耐震性貯水槽の設置をはじめ、住民

による自主防災組織の活性化を図り、住民と一体

で安心・安全なまちづくりを目指しています。

２．新消防分署の整備

当消防本部では、火災や救急をはじめとする

各種災害から市民の生命、身体及び財産を守り、

「災害に強い安全なまち四日市」の実現を目指し

て様々な取り組みを進めています。

そのような状況の中、平成25年度に（財）消防

科学総合センターにて実施した「消防力適正配置

調査」に基づき、消防車や救急車の現場到着時間

の短縮を図るため、平成29年度には南消防署南部

分署を平成30年度には北消防署北部分署の整備を

行いました。

平成29年４月に開署した南部分署は、敷地面積

約2,000㎡に鉄骨造２階建て延べ面積約580㎡の庁

舎を整備し、１階部分には、事務所、会議室、消

防車庫を配置し、２階部分には仮眠室、食堂、浴

室、倉庫を配置しています。

また、配置車両と人員については、圧縮空気泡

消火システム（ＣＡＦＳ）を搭載した消防ポンプ

自動車（ＣＤ－Ⅰ型：水槽付）に加え、高規格救

急車、広報車、予備消防車の４台を配置し、分署

長、日勤勤務者及び交替勤務者を１係５名の３係
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３．消防ロボットシステムの研究開発

平成26年度より総務省消防庁消防研究センター

が開発を進めている消防ロボットシステムは、エ

ネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイ

パー・コマンドユニット）の充実を目的として研

究開発が進められており、昨年度、当消防本部で

はプロジェクトチームを立ち上げ、昨年８月から

10月までの２か月間に渡り実証実験の協力を行い

ました。

の計17名を配置し、24時間体制で災害出動に備え

ています。

平成30年４月に開署した北部分署は、約23,000

㎡の敷地面積を有する三重県広域防災拠点（北勢

拠点）内に北部分署として約5,000㎡敷地面積を

占用し、鉄骨造２階建て延べ面積約1,390㎡に消

防庁舎と市の拠点防災倉庫を併設して整備を行い

ました。

消防庁舎については、１階部分には、事務所、

会議室、消防車庫を配置し、２階部分には仮眠室、

食堂、浴室、倉庫を備え、消防分署部分と区画し

た形で１、２階には市の防災倉庫も併せて整備さ

れており、配置車両と人員については、南部分署

と同様の配置を行い、同じく24時間体制で災害出

動に備えています。

また、庁舎の屋上にはヘリポートを整備してお

り、北部分署開署前の３月には屋上ヘリポート検

証訓練を実施して、三重県ドクターヘリ、自衛隊

守山駐屯地第10師団、名古屋市消防局航空隊との

夜間を含む離着陸訓練や本市消防隊との連携訓練

を行いました。

当屋外ヘリポートについては、ドクターヘリコ

プターや防災ヘリコプターのランデブーポイント

となるほか、高速道路の多重事故や大規模災害で

の物資搬送等に活用することを予定しています。

この新消防分署を整備することにより、全市的

な消防力の強化を図ると同時に、消防車や救急車

の現場到着時間の短縮に大きな効果が見込まれ、

災害への初動体制の強化が図られ、救急の分野に

おいては更なる救命率の向上につながるものと考

えています。

南部分署の外観

北部分署の屋上ヘリポート（夜間でも離発着可能）

北部分署の外観
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本研究開発の背景には、今後発生が懸念されて

いる南海トラフ巨大地震や首都直下地震の被害が

想定される地域には、エネルギー・産業基盤が集

積していることや石油コンビナートにおける特殊

な災害では、災害現場に近づけない等の課題があ

る中で、最先端のＩＣＴやＧ空間技術を活用して、

情報収集から放水活動までを自動・自律的に行え

る消防ロボットシステムの開発を行っているもの

であり、システム内容は、偵察・監視ロボット

（飛行型、走行型）、放水砲ロボット、ホース延長

ロボットから構成されています。

昨年10月には、実証実験の総まとめとして、市

内のコンビナート事業所において東日本大震災の

際に発生した大規模な石油コンビナート災害時の

ような消防隊員が近づけない状況を想定した検証

訓練に取り組みました。まず飛行型偵察ロボット

（ヘリ型ドローン）が自動操縦で指定ルートを飛

行し、上空から発災したタンクを可視カメラと熱

画像カメラで撮影し、続いて地上型偵察ロボット

が自律走行で発災タンク付近まで走行して飛行型

と同じく２種類のカメラで撮影を行い、それぞれ

が操作卓にリアルタイムに情報を伝送しました。

また、地上偵察ロボットは可燃性ガスの検知を

行い、この情報を基に放水砲ロボットの部署位置

を決定し、その後、放水砲ロボットとホース延長

ロボットがセットで部署位置まで自律走行を行い、

150㎜大口径ホースをドラゴンハイパーコマンド

ユニットまで延長した後に大容量放水を実施しま

した。

放水中も飛行型と地上型のロボットから映像な

どの情報を伝送し、操作者は映像で確認しながら

リモコンで放水ノズルの角度調整を行うことがで

きます。

消防ロボットシステムについては、現在も実用

化に向け消防研究センターにより研究開発が進め

られており、今後も当消防本部としても協力して

いきたいと考えています。

操作卓によるシステムの操作

放水砲及びホース延長ロボット

飛行型ロボット（ドローン）の操作

放水砲ロボットによる放水状況
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５．消防活動用ドローンの導入

現在、小型無人航空機（以下、「ドローン」と

いう。）は、世界的にホビー用から産業用へと使

用用途が急速に拡大しており、消防・防災の分野

においても例外ではなく、全国には既にドローン

の導入を行っている消防本部もあります。

そのような状況の中、当消防本部においても今

年度、火災の延焼範囲や土砂災害等の災害状況の

把握など、災害時において上空から迅速かつ効率

４．外国語翻訳アプリ「救急ボイストラ」

と「三者間電話通訳システム」の導入

当消防本部では、増加が予想される外国人来訪

者に対応するため、本年４月１日から予備救急車

を含むすべての救急車14台に、外国語翻訳アプリ

「救急ボイストラ」がインストールされたスマー

トフォンを導入し運用を開始しました。

全車両への導入は三重県内初であり、外国語翻

訳アプリを導入することにより、外国人とのコ

ミュニケーションを容易にすることで円滑な救急

活動を目指しています。

導入した翻訳アプリ「救急ボイストラ」は、総

務省消防庁が救急隊員向けに開発した携帯アプリ

で、英語や中国語、ポルトガル語をはじめ30の言

語に対応でき、そのうち22言語は音声の聞き取り

ができ、主な16言語については文章を発声するこ

とが可能で、救急隊員がよく使うフレーズを例文

化して表示できる機能も備えています。

運用開始前の３月23日には、消防本部防災セン

ターにおいて、救急隊員80名を対象とした講習会

を開催し、四日市国際交流センターの外国人職員

を患者役として招き、「救急ボイストラ」を使っ

た搬送デモンストレーションを実施してアプリの

使用方法について確認を行いました。

また三重北消防指令センター（四日市市、桑名

市、三重郡菰野町の3消防本部による共同運用）

では、本年6月1日から日本語を話すことができ

ない外国人の方からの119番通報に円滑且つ迅速、

確実に対応できるよう「三者間電話通訳システ

ム」を三重県内で初めて導入しました。

本システムについては、日本語を話せない外国

人から119番通報を受信した際に、指令センター

員が通訳センターに119番通報を転送し、通報者

である外国人、指令センター員、通訳者の三者が

同時に通話できるシステムです。

対応言語は、英語、中国語、韓国・朝鮮語、ポ

ルトガル語、スペイン語の５か国語となっていま

す。

本市には現在、約9,000名の外国人が居住して

おり、また、四日市港における外国クルーズ船の

寄港や東京オリンピック・パラリンピックなどの

国際的イベントを控え、本市を訪れる外国人の増

加が見込まれていることから、今後、外国人の方

からの通報や災害現場での対応に本システムを有

効に活用していきたいと考えております。

救急ボイストラ取扱い研修 三者間電話通訳システムの概要
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６．消防防災情報収集システムの導入

本市では、毎年、意欲ある職員の自由で新たな

発想を政策形成に生かすため、「職員による政策

提案制度」を実施しています。

この制度は、職員から事業提案を募集し、審査

委員会でプレゼンを行い提案の選考を実施します。

選ばれた提案については、約5か月間に渡り調査・

検討を行って、最終的に市長や副市長に成果発表

を行い、優れた提案については事業化されるもの

です。

昨年度、当消防本部の職員が、この政策提案に

てスマートフォンを活用した災害情報等の情報収

集システムの導入について提案を行ったところ、

本提案が事業化されることになり、現在、本運用

に向けて取り組んでいるところです。

本システムの内容は、配信した消防防災情報収

集アプリを配信して、当アプリがインストールさ

れたスマートフォン等のカメラで撮影した災害状

況等の写真や動画がインターネット上の地図に表

示されるシステムとなっています。

活用方法については、火災や自然災害発生時に

おいて、火災状況、冠水状況、がけ崩れ、家屋倒

壊等の災害状況を、本システムを活用して情報を

入手し、迅速な災害対応に活用する予定です。

また、平常時には消火栓や防火水槽等の消防防

災施設の状況について、異常を確認した場合等に

本システムを活用して情報を入手し、維持管理情

報としても活用を検討しています。

現時点では、本システムを活用する対象者は、

市職員及び消防職団員を予定していますが、シス

テムを運用する中で将来的には市民の皆さんにも

活用して頂けるよう検討していきたいと考えてい

ます。

的に情報を収集することを目的に、消防活動用ド

ローンを購入し運用することを予定しています。

整備するドローンは、中型の消防活動用ドロー

ン１機と訓練用ドローン１機の計２台を導入し、

併せて操作員の養成や運用体制についても整備を

行う予定です。

また、災害発生時以外においても平常時におい

て上空からの防火対象物の調査やコンビナート事

業所の施設の安全点検など、火災予防対策への活

用についても検討しております。

消防活動用ドローン

情報収集システムの概要図

訓練用ドローン
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